令和6年度報酬改定に伴う
重要事項説明書の変更に係る同意書
　令和6年度の障害福祉サービス等報酬改定に伴い、令和6年4月1日より重要事項説明書の内容を以下のとおり変更いたします。

1．変更内容

利用料金について

　以下、料金表のとおり利用料金に変更がございます。

〇居宅介護

※利用料および負担額については、各地域区分に応じた地域単価を用いて記載してください。以下は例として地域区分2級地：地域単価10.96円で計算しています。（また、通院等乗降介助を行っていない場合は削除してください。）

	　提供時間　　　

内容　
	30分未満
	30分以上
1時間未満
	1時間以上

1時間30分未満
	1時間30分以上
2時間未満

	
	利用料
	利用者負担額
	利用料
	利用者負担額
	利用料
	利用者負担額
	利用料
	利用者負担額

	身体介護
	2,805円
	280円
	4,427円
	442円
	6,433円
	643円
	7,332円
	733円

	
	2時間以上

2時間30分未満
	2時間30分以上

3時間未満
	3時間以上
30分毎に加算
	※3時間以上の場合においては、30分を増すごとに83単位を加算

	
	利用料
	利用者負担額
	利用料
	利用者負担額
	利用料
	利用者負担額
	

	
	8,263円
	826円
	9,173円
	917円
	10,094円
	1,009

円
	

	提供時間　　

内容　
	30分未満
	30分以上
1時間未満
	1時間以上

1時間30分未満
	1時間30分以上
2時間未満

	
	利用料
	利用者負担額
	利用料
	利用者負担額
	利用料
	利用者負担額
	利用料
	利用者負担額

	通院等介助(身体介護を伴う場合)
	2,805円
	280円
	4,427円
	442円
	6,433円
	643円
	7,332円
	733円

	
	2時間以上

2時間30分未満
	2時間30分以上

3時間未満
	3時間以上
30分毎に加算
	※3時間以上の場合においては、30分を増すごとに83単位を加算

	
	利用料
	利用者負担額
	利用料
	利用者負担額
	利用料
	利用者負担額
	

	
	8,263円
	826円
	9,173円
	917円
	10,094円
	1,009

円
	

	　提供時間
内容　
	30分未満
	30分以上
45分未満
	45分以上

1時間未満
	1時間以上

1時間15分未満

	
	利用料
	利用者負担額
	利用料
	利用者負担額
	利用料
	利用者負担額
	利用料
	利用者負担額

	家事援助
	1,161円
	116円
	1,676円
	167円
	2,159円
	215円
	2,619円
	261円

	
	1時間15分以上

1時間30分未満
	1時間30分以上30分毎に加算 
	※1時間30分以上の場合においては、15分を増すごとに35単位を加算

	
	利用料
	利用者負担額
	利用料
	利用者負担額
	

	
	3,014円
	301円
	3,408
	340円
	


	　提供時間
内容　
	30分未満
	30分以上
1時間未満
	1時間以上

1時間30分未満
	1時間30分以上
30分毎に加算
	

	
	利用料
	利用者負担額
	利用料
	利用者負担額
	利用料
	利用者負担額
	利用料
	利用者負担額
	※1時間30分以上の場合においては、30分を増すごとに69単位を加算

	通院等介助(身体介護を伴わない場合)


	1,161円
	116円
	2,159円
	215円
	3,014円
	301円
	3,781円
	378円
	

	通院等乗降介助
	利用料
	利用者負担額
	片道１回あたり

	
	1,117円
	111円
	


	減算
	算定要件
	利用料

（単位数）

	虐待防止措置未実施減算
	虐待の発生又はその再発を防止するための以下の措置が講じられていない場合。

①虐待防止委員会を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底を図ること 

②従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること 

③上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと
	所定単位数の100分の1に相当する単位数を減算

	身体拘束廃止未実施減算
	次の①から④までに掲げる場合のいずれかに該当する事実が生じた場合。

①指定障害福祉サービス基準の規定に基づき求められる身体拘束等に係る記録が行われていない場合

②指定障害福祉サービス基準又の規定に基づき求められる身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期的に開催していない場合

③身体拘束等の適正化のための指針を整備していない場合

④身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施していない場合
	所定単位数の100分の1に相当する単位数を減算

	情報公表未報告減算
	法第76条の３第１項の規定に基づく情報公表対象サービス等情報に係る報告を行っていない事実が生じた場合。
	所定単位数の100分の５に

相当する単位数を減算


※上記を算定しない場合は削除してください。
〇重度訪問介護

※利用料および負担額については、各地域区分に応じた地域単価を用いて記載してください。以下は例として地域区分2級地：地域単価10.96円で計算しています。
	1時間未満
	1時間以上

1時間30分未満
	1時間30分以上

2時間未満
	2時間以上

2時間30分未満

	利用料
	利用者負担額
	利用料
	利用者負担額
	利用料
	利用者負担額
	利用料
	利用者負担額

	2,038円
	203円
	3,035円
	303円
	4,044円
	404円
	5,052円
	505円

	2時間30分以上

3時間未満
	3時間以上

3時間30分未満
	3時間30分以上

4時間未満
	

	利用料
	利用者負担額
	利用料
	利用料
	利用料
	利用者負担額
	

	6,060円
	606円
	7,058円
	705円
	8,066円
	806円
	

	4時間以上8時間未満
	8時間以上12時間未満

	利用料
	利用者負担額
	利用料
	利用者負担額

	　　8,998円
（4時間まで）に

30分増すごとに

＋931円
	　　899円に

30分増すごとに

＋93円
	　　16,494円（8時間まで）に

30分増すごとに

＋931円
	1649円に

30分増すごとに

＋93円

	12時間以上16時間未満
	16時間以上20時間未満

	利用料
	利用者負担額
	利用料
	利用者負担額

	　　23,936円
（12時間まで）に
30分増すごとに

＋887円
	　2,393円に

30分増すごとに

＋88円
	　　31,060円（16時間まで）に30分増すごとに

＋942円
	　3,106円に

30分増すごとに

＋94円

	20時間以上24時間未満
	

	利用料
	利用者負担額
	

	　　38,579円（20時間まで）に30分増すごとに

＋876円
	　3,857円に

30分増すごとに

＋87円
	


※病院等において意思疎通その他支援を行う場合についても上記単位となります。

※市町村が2人派遣を認めた場合であって、障害支援区分６の利用者に対し、新規に採用した従業者により支援が行われる場合において、当該利用者の支援に熟練した従業者が同行して支援を行った場合は、それぞれの従業者が行う重度訪問介護につき、所定単位数の100分の90に相当する単位数を算定します。（所要時間120時間以内に限る）

※市町村が2人派遣を認めた場合であって、 当事業所に勤務する従業者が、重度訪問介護加算対象者

（15％加算対象者）に対する支援に初めて従事し支援が行われる場合において、当該利用者の支援に熟練した従業者が同行して支援を行った場合は、それぞれの従業者が行う重度訪問介護につき、所定単位数の100分の90に相当する単位数を算定します。（所要時間120時間以内に限る）

	加算
	算定要件
	利用料
	利用者

負担額
	算定回数等

	入院時支援連携加算
	病院又は診療所に入院する前から重度訪問介護を受けていた利用者が当該病院又は診療所に入院するに当たり、重度訪問介護事業所の職員が当該病院又は診療所を訪問し、当該利用者に係る必要な情報の提供及び当該病院又は診療所と当該重度訪問介護事業所が連携して入院時の支援を行うために必要な調整を行った場合
	3,288円
	328円
	入院前に1回を限度として算定します。


	減算
	算定要件
	利用料（単位数）

	虐待防止措置未実施減算
	虐待の発生又はその再発を防止するための以下の措置が講じられていない場合。

①虐待防止委員会を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底を図ること 

②従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること 

③上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと
	所定単位数の100分の1に相当する単位数を減算

	身体拘束廃止未実施減算
	次の①から④までに掲げる場合のいずれかに該当する事実が生じた場合。

①指定障害福祉サービス基準の規定に基づき求められる身体拘束等に係る記録が行われていない場合

②指定障害福祉サービス基準又の規定に基づき求められる身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期的に開催していない場合

③身体拘束等の適正化のための指針を整備していない場合

④身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施していない場合
	所定単位数の100分の1に相当する単位数を減算

	情報公表未報告減算
	法第76条の３第１項の規定に基づく情報公表対象サービス等情報に係る報告を行っていない事実が生じた場合。
	所定単位数の100分の５に

相当する単位数を減算


※上記を算定しない場合は削除してください。
(2)虐待の防止について

　以下のとおり変更がございます。（※下線個所が変更する内容となります）

　事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（平成23年法律第79号）」を遵守するとともに、下記の対策を講じます。

虐待防止に関する担当者を選定しています。

	　虐待防止に関する担当者
	(職・氏名を記載する)


成年後見制度の利用を支援します。

苦情解決体制を整備しています。

従業者に対する虐待防止を啓発･普及するための研修を実施しています。
虐待の防止のための対策を検討する委員会の設置等を実施しています。

２．追加内容

　以下の内容を各条項に追加いたします。
事業所の職員体制（サービス提供責任者の職務内容）

　※下線個所が追加する内容となります。

	サービス提供責任者
	１ 利用者が居宅において自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、利用者の身体その他の状況及びその置かれている環境に応じて、障がい福祉サービスが適切に行われるようアセスメントを実施し、援助の目標を達成するための手順と所要時間を明確にした手順書を作成します。

２ 利用者の日常生活全般の状況及び希望等を踏まえて、具体的なサービスの内容等を記載した居宅介護計画・重度訪問介護計画を作成します。

３ 利用者及びその同居の家族に重度訪問介護計画の内容を説明するとともに、当該居宅介護計画・重度訪問介護計画を利用者及びその同居の家族並びに指定計画相談支援又は指定障害児相談支援を行う者に交付します。

４ 居宅介護計画・重度訪問介護計画の実施状況の把握を行ない、必要に応じて居宅介護計画・重度訪問介護計画の変更を行います。

５ 指定重度訪問介護事業所に対する指定重度訪問介護の利用の申込みに係る調整を行います。

６ 居宅介護等従業者（以下、従業者という）等に対する技術指導等のサービスの内容の管理を行います。

７ 従業者に対して、具体的な援助目標及び援助内容を指示するとともに、利用者の状況についての情報を伝達します。


サービスの提供にあたっての留意事項（居宅介護計画・重度訪問介護計画の作成）

　※下線個所が追加する内容となります。

	　確認した支給決定内容に沿って、利用者及び家族の意向に配慮しながら｢居宅介護計画｣又は「重度訪問介護計画」を作成します。作成した「居宅介護計画」又は「重度訪問介護計画」については、利用者及び家族にその内容を説明し、同意を得た上で交付いたしますので、ご確認いただくようお願いします。また当該「居宅介護計画」又は「重度訪問介護計画」は、当該利用者又は障害児の保護者に対して指定計画相談支援又は指定障害児相談支援を行う者（指定特定相談支援事業者等）に交付します。

　サービスの提供は「居宅介護計画｣又は「重度訪問介護計画」にもとづいて行ないます。実施に関する指示や命令はすべて事業者が行ないますが、実際の提供にあたっては、利用者等の訪問時の状況や意向に充分な配慮を行ないます。


業務継続計画の策定等

	① 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定訪問介護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定し、当該業 務継続計画に従って必要な措置を講じます。

② 従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施します。

　③ 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。


（4）衛生管理等

　※下線個所が追加する内容となります。

	(1) 職員の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行います。
(2) 事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めます。
(3) 事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じます。
　　①事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底しています。
②事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。
　　③従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施します。


上記、令和6年度報酬改定に伴う重要事項説明書の変更内容について、利用者に説明を行いました。
	説明年月日
	年　　　月　　　日


	所在地
	　　　　　　　　　　　　　　　　　

	法人名
	

	代表者名
	

	事業所名
	

	説明者氏名
	


私は、本同意書に記載の重要事項説明書の変更内容について説明を受け、同意しました。
	利用者
	住　所
	

	
	氏　名
	


	代理人
	住　所
	

	
	氏　名
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